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昭和電工と日本製鉄、6 つの国立大学と連携し、 

工場排出ガスに含まれる低濃度 CO2の分離回収技術開発を本格始動 

低コストで省エネルギー型の CO2分離回収技術の早期社会実装により 

カーボンニュートラル社会への貢献を目指す 

 

昭和電工株式会社（社長:髙橋秀仁 以下、昭和電工）と日本製鉄株式会社（社長：橋本 

英二 以下、日本製鉄）、および6つの国立大学（大分大学、大阪大学、京都大学、千葉大

学、名古屋大学、北海道大学）が共同して進める事業（以下、本事業）*1が、国立研究開発

法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」）の「グリーンイノベーショ

ン基金事業」*2に採択され、10月より技術開発を本格始動しました。本事業は、両社および

大学が持つ技術を使って、低圧・低濃度（大気圧・CO２濃度10％以下）の排出ガスから効率

的にCO2を分離・回収するもので、1トンあたり2,000円台という画期的な低コスト実現をタ

ーゲットに、2030年代後半の社会実装を目標にしています。さらに昭和電工は、回収した

CO２を化学品の原料として再利用し販売するまでのビジネスモデルの構築を目指します。 

 

本事業の研究開発期間は 2022 年度から 2030 年度までの 9 年間で、事業総額約 84 億円を

予定しています。 

 

石油化学コンビナート、製鉄所等の工場から排出される低圧・低濃度（大気圧・CO２濃度

10％以下）の排出ガスは、石炭火力発電等で排出される高圧で CO2濃度が高いガスに比べて、

①CO2 を選択的に分離することが難しい、②分離するのに多量のエネルギーを消費してしま

う、といった大きな課題があり、CO2 分離回収技術の社会実装は大きくは進んでいない状況

です。 



 

今回の研究開発では、既存の多孔体材料（ゼオライト、活性炭等）とは全く異なる「構造

柔軟型 PCP＊3」を低圧・低濃度 CO2排出ガスからの CO2分離回収に適用し、上記の課題を抜本

的に解決することを狙う新たなチャレンジです。ゼオライトは、剛直なナノレベルの細孔に

ガス分子が取り込まれるのに対し、構造柔軟型 PCP は、材料の構造が柔軟に変化して CO2分

子を取り込み、複合体（包接体）を形成します。複合体を安定して作りうる CO2分子のみが

取り込まれるため、CO2の高い選択性が期待されています。 

 
図 1 既存 CO2分離剤（ゼオライト）と新規分離剤（構造柔軟型 PCP）の CO2分離メカニズム 

 

また、既存の多孔体は、CO2 の圧力増減に応じて、図 2 の緑線のように吸着量が単純に増

減します。この場合、加圧状態（A 点）で吸着した CO2を回収するためには、低圧（B 点）ま

で、真空ポンプ等を使用して大きく減圧操作を行う必要があり、この加圧・減圧の操作で多

量のエネルギーを消費してしまいます。一方、我々が開発に取り組む材料は図 3 の青線のよ

うにある特定の圧力で急激に CO2の吸着量が変化し、その特異な挙動は「ゲート吸着」と呼

ばれます。ゲート吸着では、C 点から D 点までの僅かな圧力操作で CO2の吸着-脱着が進むた

め、ゼオライト等の既存材料に比べて、理論的にも CO2の分離回収における消費エネルギー

を大幅に削減することが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 ゼオライトの吸着特性   図 3 構造柔軟型 PCP の吸着特性 

 

この新しい材料を利用した革新的な CO2分離技術の社会実装のために、昭和電工と日本製

鉄は、それぞれが独自に開発してきた分離剤の技術を融合させ、低コストかつ分離時のエネ

ルギー消費量を抑え、排出ガスから低濃度 CO２を効率的に分離する革新的な分離剤の開発と

その社会実装に取り組みます。さらに大分大学、大阪大学、京都大学、千葉大学、名古屋大

学、北海道大学との連携による共創を通じて、早期の実現を目指します。 



 

【具体的な取り組み】 

 

図 4 本プロジェクトにおける研究開発の分担 

 

① 分離剤改良  (昭和電工、日本製鉄、大分大学、京都大学、北海道大学) 

分離剤特性（吸着圧、吸着量）の改善を行います。 

 

② プロセス開発 

②－１成形技術検討 (日本製鉄、大阪大学大学院工学研究科) 

分離剤の最適な形状への成形方法の開発（賦形技術開発）を行います。 

 

②－２ガス前処理プロセス開発 (昭和電工、日本製鉄、千葉大学) 

排出源により含まれる成分が違うことから、両社それぞれで分離剤の劣化を促進する不

純物の除去プロセスの開発・設計を行い、効率的な CO２分離を図ります。 



 

②－３基本プロセス開発(昭和電工、日本製鉄、名古屋大学) 

  構造柔軟型 PCP の特殊な CO２分離挙動（ゲート挙動）に合わせたプロセス（装置形状、

運転条件）最適化を図ります。 

 

②－４プロセススケールアップ(昭和電工) 

ラボレベルの基本プロセスを元に、プロセススケールアップ検討・パイロットプラント

の設計（装置、運転条件）を行います。 

 

③ 分離剤量産技術の開発(昭和電工) 

将来的に数十〜数百トン/年の分離剤（PCP 粉体、成形体（賦形体））生産のための量産技

術検討を行います。 

 

 

④ CO2分離パイロットプラント建設・パイロットプラント検証 (昭和電工、日本製鉄) 

石化系の排ガスを用いた検証は昭和電工大分コンビナートで、鉄鋼系の排ガスを用いた

検証は日本製鉄九州製鉄所大分地区それぞれ行います。両社ともに生産性・選択性・回

収率・分離剤寿命・製品品質を検証し、前処理工程と分離プロセスの経済性も評価しま

す。 

 

⑤ 化学品製造パイロットプラント検証 (昭和電工) 

石化系、鉄鋼系それぞれで回収した CO2を原料とする化学品製造について、昭和電工大

分コンビナート内にパイロットプラントを建設し、実ガスでの化学品製造検証と経済性

評価を実施します。 

 

【スケジュール】 

2022年 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

研究開発
パイロット
プラント検証

実機設計・建設 事業化

 
 

参考）NEDO 発表資料 （https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101541.html） 

 

*1 正式名は「工場排ガス等からの中小規模 CO2分離回収技術開発・実証／革新的分離剤による低濃度

CO2分離システムの開発」で採択は 2022 年 5 月。 

*2 正式名は「グリーンイノベーション基金事業／CO2の分離回収等技術開発プロジェクト」。 

*3 多孔性配位高分子（PCP：Porous Coordination Polymer） 

 

 

 



◆本件に関するお問い合わせ先    

・昭和電工  ブランド・コミュニケーション部 広報グループ   TEL：03-5470-3235 

・日本製鉄  総務部広報センター TEL：03-6867-2977 

・大分大学 総務部総務課広報係 TEL：097-554-7376 

・大阪大学 工学研究科 総務課 評価・広報係  

TEL：06-6879-7231 メール:  kou-soumu-hyoukakouhou@office.osaka-u.ac.jp 

・京都大学 アイセムス コミュニケーションデザインユニット 

TEL：075-753-9749 メール: cd@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp  

・千葉大学  広報室 TEL：043-290-2018 

・東海国立大学機構 名古屋大学広報室  

TEL：052-789-3058  メール：nu_research@adm.nagoya-u.ac.jp 

・北海道大学 大学院地球環境科学研究院 教授 野呂真一郎 

TEL：011-706-2272 メール：noro@ees.hokudai.ac.jp 
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